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雇用の維持と産業の活性化 

１．人材育成、雇用の維持・創出 

（１）県内中小企業が適正な価格転嫁を実現し、持続的な賃上げや雇用を維持していくた

めには、県の支援策が実態に即して着実に機能することが不可欠である。福島県が実

施したアンケート結果を活用し、PDCAの視点に基づく施策の見直しと継続を強く求め

る。特に、取引構造上価格交渉が困難な業種や、小規模事業者に対しては、相談体制

や交渉支援ツールの整備、研修の継続実施など、現場に寄り添った実務支援の強化が

必要である。 

併せて、大企業には、「パートナーシップ構築宣言」への加入を一層促進し、県内の

取引環境全体の是正と適正化をはかられたい。こうした施策を一体的に進めることで、

企業規模を問わず価格転嫁が当たり前に実現できる福島県を目指すべきである。 

 

（２）物価上昇や人材確保の困難が続くなか、県内中小企業が継続的に賃上げへ取り組め

る環境整備が急務である。 

現在、国の「業務改善助成金」など既存の制度は、申請要件や手続きが煩雑であり、

現場での実効性に課題がある。これに対し、他県では簡易な申請手続きで賃上げに対

する支援金を交付する、独自制度を導入している例も見られる。 

福島県においても、最低賃金付近の水準で働く労働者への賃上げを後押しするため、

制度の簡素化と直接的な財政支援を柱とした新たな支援スキームを構築し、地域企業

の前向きな取り組みを力強く下支えされたい。 

 

（３）会津若松市が「スマートシティ AiCT」を核に先進的な ICT・スマート産業の取組み

を推進していることは、県内の地域産業活性化の模範となる重要な事例である。こう

したモデルを県全体で共有し、各地域の特性に応じた「福島版スマート産業モデル地

区」を選定する制度を設けることが求められる。 

福島県としては、通信インフラの整備や先端人材の育成・誘致、実証実験フィール

ドの設置など、地域間の格差を解消しながらスマート産業の成長を促すための包括的

な枠組みを構築し、重点的かつ継続的な支援をはかられたい。 

また、産学官民が一体となって会津若松の先進事例を県内他地域へ横展開し、地域

ごとの強みを活かした先進的モデルの育成と地域産業の将来的な核形成をはかるた

めの連携体制を強化すること。 

 

（４）福島県においては、企業による農地利用の進展や農地集積が進む一方、地域の個人

農家や地元法人が持続的に農業を営むための環境整備が引き続き重要な課題である。

県は市町村と連携し、農地の適正管理と地域農業者を優先した支援策を推進し、第一

次産業の持続可能な発展をはかられたい。 

加えて、地域ごとに特性を活かしたスマート技術の導入や実証フィールドの設置を

通じて、自治体自らが農業・産業政策の高度化を主導できる体制を構築することが求
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められる。ICTやロボティクス、環境センシング技術などを活用した新たな仕組みを、

市町村の産業政策やまちづくりと連動させて展開することにより、地域経済の自立性

と競争力の底上げをはかられたい。 

 

（５）福島県ハイテクプラザは、県内中小企業の技術課題解決や新技術開発を支援する重

要な拠点として、実務的な技術支援体制の整備が進められており、その役割は高く評

価される。 

一方で、支援の効果を最大化するためには、ハイテクプラザの存在や提供サービス

に関する認知度の向上が不可欠である。加えて、県内企業の実態や技術的ニーズを的

確に把握し、それに即した柔軟かつ実効性ある支援メニューの拡充が求められる。 

また、研究者・技術者の県内定着をはかるためには、魅力ある雇用環境の整備や産

業界・教育機関等との人材交流の仕組みづくりも強化すべきである。 

これらの取組みにより、県内中小企業の技術力向上と人材確保・定着が一層進み、

福島県のものづくり産業の競争力強化と地域経済の持続的発展が期待される。 

 

２．ジェンダー平等、男女共同参画 

（１）女性や若年層、性的マイノリティが継続して働き、安定的なキャリアを形成できる

よう、職場インフラ（トイレ、更衣室、作業服などの男女対応）や両立支援制度（短

時間勤務、時差出勤等）の整備に対する恒常的な助成制度を設けられたい。 

 

（２）女性の正規雇用や管理職登用を促進するため、企業に対して技能評価・昇格におけ

る性別バイアスを排除するよう指導・啓発を強化すること。 

 

（３）男女間賃金格差の是正に向けた取り組みを促進し、必要な支援制度を拡充すること。

各企業のジェンダー平等に関する取組状況を「見える化」し、比較・評価が可能な仕

組みを構築し、企業の意識改革と好事例の普及を促進されたい。 

 

（４）地域全体でジェンダー平等と多様性理解を促進するため、学校教育・教職員研修・

地域啓発を一体的に進める体制を構築されたい。SOGI に関するカリキュラムの導入、

教員研修の成果検証と改善、啓発活動や研修の効果を可視化・評価する仕組みの導入

を推進すること。 

 

 

Ⅱ 医療・福祉・子育て政策の充実 

１．医療・介護政策 

（１）2024 年度診療報酬改定ではベースアップ評価料が新設されるなど賃上げに重点をお

いた改定が行われた。しかし厚生労働省「令和６年 賃金引き上げ等の実態に関する調

査」によると医療福祉分野の 2024 年度改定率は 2.5%と全産業平均 4.1%に比べて低い

状況にある。併せて昨今の物価高騰による診療材料費などのコスト増もあり、経営を圧
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迫している。 

   現在のこの診療報酬・介護報酬の見直しを国に求めつつ、県内の政策医療（救急救命

や周産期）をはじめとする地域医療サービスの維持・充実と介護事業の安定的な経営に

向けた県・市町村独自の施策を求める。 

 

（２）医療・介護業界では慢性的な医師不足に陥っている。厚生労働省「都道府県別の医師

偏在指標（令和６年１月公表版）」によると全国的な医師数は増加傾向であるが、福島

県の医師の偏在指数は 190.5 と偏在の多い下位 1/3 の中にある。医師の派遣等が公的

な仕組みで可能となるよう求める。 

 

（３）誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、急性期・リハビリ期・慢性

期そして在宅へ地域医療構想が重要となる。医療と介護の連携は必要不可欠であり、将

来にわたり安心・安全で質の高いサービスが提供されるよう、そこに従事する医療・介

護職員の人材確保・賃金や処遇の改善・離職防止・魅力を感じるキャリアアップの仕組

みなど県や市町村独自の支援を求める。併せて、現場で働く職員のメンタルヘルスとあ

らゆるハラスメント対策も強化し、心身ともに安心して働き続けられる職場環境の整備

を進められたい。 

 

（４）厚労省「社会保障審議会（医療保険部会）資料」によると介護職員年齢構成における

施設介護職員年齢の主分布は 30～59歳に対し訪問は 40～64歳と高齢化が進んでいる。

2024 年に診療報酬が引き下げとなり、倒産件数も訪問介護で 179 件と過去最高に増え

ている。身体介護（排泄・入浴・食事・服薬・独居の方の安否確認等）、終末期の重度

のケアも増えており、一人のヘルパーが１日 10 件以上訪問するケースも多く、疲弊し

ている。介護職員の処遇改善やキャリアパスの整備、地域包括支援センターの人材確保

を強化されたい。あわせて、AI・IoTを活用した介護支援システムの導入により、介護

の質向上と職員の負担軽減をはかること。さらに、家族介護者への支援を充実させ、仕

事と介護の両立を支援する環境を整備されたい。 

 

２．健やかな暮らしの支援 

（１）県内若年層の自殺死亡率が全国平均を上回る現状を踏まえ、学校・家庭における児

童生徒の状況を適切に把握し、ヤングケアラーを含む支援が必要な子どもに対して統

一的指針を策定し、教員研修と自治体連携を強化されたい。 

 

（２）本人から認知症を相談するケースはまれで、家族が心配し医師に相談することで医

療機関が認知症検査を実施する場合や、または医療機関での通院の様子から認知検査

がされることが多く、診断された時には病状が進んでいる場合が多い。治療法は進ん

ではいるが初期の診断に適応される為、早期発見が重要となる。 

このようなことからも認知症の早期発見に対する施策や本人のみならず家族を含め

た支援策を求める。 
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（３）福島県の特徴として小児甲状腺超音波検査は続けられ、また他の自治体同様、市町

村で特定健診、がん検診が実施されている。しかし、福島市のがん検診の受診勧奨は

50%を超えない。各がん検診における検査の勧奨はされているが、特定健診およびがん

検診の受診勧奨は受診券発行後にされているか不明である。原発事故を経験した福島

県だからこそ他県に誇れる健康診断等の充実を求める。 

    また、健康・保健に関する知識は教育の機会が重要であり、学校教育とあわせた健

康・保健・予防に対する学習の機会の拡充を求める。 

 

３．子育て政策 

（１）福島県における子育て支援の地域間格差を是正し、都市・地方を問わずすべての家庭

が安心して子育てできる環境を整備すること。特に中山間地域等においては、小規模保

育、巡回型保育、送迎支援など柔軟な保育体制を導入されたい。また、保育施設の整備

を推進し、待機児童ゼロの実現に向けた取組を加速されたい。 

 

（２）保育士・放課後児童支援員の処遇改善やキャリア支援を推進し、人材確保・定着率の

向上をはかられたい。併せて施策の進捗状況や効果をデータで把握・評価し、県独自の

支援策の拡充も検討されたい。 

 

（３）「福島で子どもを産み、福島で育てたい」と誰もが思える地域社会を実現するために

は、働く親を支える支援制度の充実が不可欠である。特に中小企業における育児休業取

得の実効性を高めるため、助成制度の拡充と周知を進め、県として民間企業への支援を

一層強化されたい。 

 

（４）男性の育休取得促進や「共育て文化」の醸成を含むジェンダー平等の視点を政策に取

り入れ、若年層や単身親世帯、低所得家庭への住宅・生活支援の充実をはかられたい。 

 

 

Ⅲ 社会インフラの整備・促進 

１．交通政策の推進 

（１）福島県総合計画では 2030 年度までに定置式水素ステーション 20 基整備を掲げている

が、現行の補助制度は新規開設時のみを対象としており、継続的な運営支援が欠如して

いる。このため、地方における採算性の課題を解消し、事業者が安定的に運営できる仕

組みの構築が不可欠である。 

具体的には、既存水素ステーションの維持・運営にかかる法定点検費用等への補助を

新たに創設し、事業者の負担軽減をはかることが必要である。これにより、県の掲げる目

標達成を加速させ、水素社会実現に向けた持続可能なインフラ整備が推進されることを

強く要望する。 
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（２）県独自の自動車燃料費の支援措置を行うとともに、公共交通を安定的に運用するため

の支援・負担金の拡充をはかられたい。 

カーボンニュートラル達成へ向け、ＥＶ車両へ移行しているが、県内の事業用車両が

ＥＶ車両となるには時間がかかる。既存の車両を運行する以上、燃料費は必要不可欠で

あるが、運送・輸送業界においては燃料費の上昇が経営を圧迫している。 

 

（３）トラック、バス、タクシーの交通運輸業界では運転士不足が深刻化している。大型免

許取得費用の補助制度の新設をはかられたい。また、各種二種免許取得費用に対しての

補助制度の拡充をはかられたい。 

 

（４）公共交通の維持のため、各種補助金、助成金の拡充をはかられたい。ＪＲをはじめ、

阿武隈急行、福島交通飯坂線、会津鉄道などのローカル鉄道は、地域住民の通学・通勤

の足として重要な役割を果たしている。老朽化による設備の改修には、多額の費用が発

生し、事業者の負担だけでは生活交通網の維持が困難である。 

   県の支援と併せ、国に対しても財政措置を求められたい。 

 

（５）福島県庁においてバスベイ新設やバス停の移動を検討されたい。福島県庁前のバス停

付近は片側一車線であり、路線バスと高速バスが共に運行しているため、朝夕の渋滞と

日中の交通障害が発生している。バスベイを設置することにより、バスが正着しやすく

乗降がスムーズに行え、また、バリアフリー縁石を設置することにより車いすユーザー、

ベビーカー、歩行者が利用しやすく、バス停周辺の渋滞緩和にも繋がる。 

 

（６）県民が安心して運転できる状況となるため、道路の環境整備の強化をはかられたい。 

福島県は、東日本大震災、福島県沖地震等により、浜通りを中心とした各道路に           

おいて甚大な被害を受け、現在も道路の復旧が進んでいない地域がある。 

また、全国的に下水管の破裂や道路の陥没など、老朽化が原因とみられる事故が多発

している。加えて、逆走が原因とみられる事故が全国的に増加しており、逆走の要因の

一つとなるわかりにくい道路標識については、県としても選定し対策を進めているが、

対策強化も含め、道路環境整備の強化にきちんと予算を付けていただきたい。 

 

（７）学校での交通安全教室や地域イベントでの安全講習など、事故防止に向けた取り組み

を強化されたい。 

自転車において、ヘルメット着用が努力義務となったが、高校生を中心に着用率が低

く、ヘルメット着用率を高めるため、教育現場での取り組み強化をはかられたい。  ま

た、2026年４月から、ながら運転や逆走などにおいて罰則が強化されるが、多くの県民

に浸透していないため、企業、学校、地域において、交通安全教室などイベントを実施

するための予算化を検討されたい。 

 

（８）今年度、福島県と福島県バス協会が共催となり「バス無料デー」が初めて実施され、
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多くの方に路線バスを利用いただき利用客の増加につながった。経済効果もあったため、

一過性のものとせず、継続の実施をお願いする。また、よりよい事業とするため、詳細

に分析をし、日数の増加や時間帯、対象路線の増加など内容の強化についてもはかられ

たい。 

 

（９）長距離を走り回るトラック、バスは、「走る広告塔」にもなる。そのようなトラック・

バスにラッピングを施せばＰＲになる。事業者によっては独自でラッピングを施し福島

県の魅力を発信しているが、費用も高額となるため、ラッピング費用の予算化を検討さ

れたい。 

 

２．資源・エネルギー政策 

（１）ＡＩの普及や、各部門の電動化が進み、自動車関連事業、エネルギー関連事業など

をはじめとして、様々な業種で労働者の雇用に影響を受ける可能性がある。この変 

化に対応するため、雇用転換支援策の強化をはかられたい。 

産業構造変化に伴う、次世代を見据えた企業誘致や人材流出防止の観点からも活性

化が期待される分野について支援強化をはかられたい。 

 

 

Ⅳ くらしの安心・安全の構築 

１. 環境政策 

（１）福島県はごみの量が多く全国で下位を争っており、特に生ごみが約３割を占めてい

る。ごみ削減対策の一つとして生ごみ処理機の普及率が挙げられるが、生ごみ処理機

の普及率の開示と、生ごみ処理機購入のための補助金の拡充をはかられたい。 

 

（２）県は「みんなでアクション！再配達削減プロジェクト」を実施しており、「宅配バッ

グ」を活用した実証事業や、スーパーマーケットへの「宅配ロッカー」導入など行い、

運輸部門の温室効果ガス排出量の削減につなげている。このような取り組みの結果や

効果を県民一人一人に知ってもらうため、ＨＰへの掲示や協力先であるスーパーマー

ケットの店舗に掲示するなど情報発信に取り組まれたい。また、新築マンションへの

宅配ボックスの設置の義務化や、戸建住宅への宅配ボックス設置費用補助など、さら

なる消費者の利便性向上と脱炭素化に向けた取り組みについても検討されたい。 

 

（３）福島県のカーボンニュートラル実現に向け、交通・物流部門の脱炭素が重要であり、

環境対応車両の導入や車両の更新、補助拡充が求められている。現段階での取り組み

状況や運輸部門に限らず一般家庭向けＥＶの普及率を開示されたい。ＥＶバス事業の

支援をはじめ、一般家庭でのＥＶ自動車普及のため、急速充電器の導入や充電器の増

設などインフラ整備の拡充、強化をはかられたい。 

 

（４）日本の電力需要はデータセンターや半導体工場の新増設により増加が予想される。
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福島県浜通り地区は、従来の火力発電を通じて電力供給の安定と地域の雇用・税収維

持に貢献してきた。今後、カーボンニュートラルの実現に向けて、同地域における脱

炭素燃料型火力への適正な移行に向けた取り組みの推進について引き続き進められ

たい。 

また、新燃料（水素・アンモニア）の導入については、浪江町での水素サプライチェ

ーン構築や相馬港でのアンモニア供給拠点の共同研究開始など、着実な進展が見られ

る。今後は、製造・貯蔵・輸送・利用を含めた支援を進められたい。また、企業の参入

促進に向けた経済的および技術・人材面での支援の強化をはかられたい。 

 

２．防災・減災対策の強化 

（１）大規模自然災害発生時において、県が構築した防災システム等を活用しプッシュ型

の防災情報の整備をはかるとともに、外国人やデジタル弱者が情報を正しく判断でき

るよう、多言語対応を含め情報を確実に利用できる体制を整備されたい。 

    なお、県 HPを適切に更新されたい。 

 

（２）福島県防災アプリの起動が遅く災害時の利用に支障が出ることが懸念されるので、

ユーザビリティの改善をはかられたい。 

 

（３）災害発生時には、多くの自治体職員が被災者となることも想定され初動体制の遅れ

が危惧される。平常時からの適切な人員配置はもとより災害時の職員バックアップ体

制の整備を構築されたい。 

 

（４）「地域防災計画」や「避難所運営マニュアル作成の手引き」などの見直しの際には、

女性や高齢者、障がい者、妊産婦、外国人等のすべての避難行動要支援者の多様な意

見反映に努められたい。また、地域の防災リーダーの責任を明確に位置付けるととも

に、防災ボランティア活動共済保険などへの加入を支援されたい。 

 

（５）災害に強い交通・物流システムの構築に向けて、「広域道路ネットワーク」などを示

されている福島県新広域道路交通計画の早期実現や道路啓開計画の深化とともに、地

域事情に応じた支援物資輸送を実現するための広域連携体制を構築されたい。 

 

（６）ゲリラ豪雨等による内水氾濫を未然に防ぎつつ道路機能を向上させるため、通常の

定期的な維持管理体制に加え、住民のきめ細やかな情報提供に効率的に対応できる国・

県・市町村の垣根を超えたワンストップ総合窓口の設置を推進されたい。 
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Ⅴ 行財政と教育政策 

１．行財政 

（１）福島県の各種基金の概況や残高は「福島県の財政」等に掲載されているが、財政調

整基金、減債基金、復興関連基金以外はどの事業に使われているかが判然としない。

「福島県の財政」等に各種基金の目的や使途を具体的に示し、県民に情報公開された

い。 

 

（２）公正・公平な社会基盤としてのマイナンバー制度の理解促進と一層の活用に向けて、

運用状況や住民からの意見を丁寧に把握し、必要に応じて、利用範囲や個人情報保護

に関する条例の改正を行なうよう取り組まれたい。あわせて、税務行政体制の効率化

をはかるとともに、個人情報の保護体制を強化されたい。 

 

（３）若年層の低投票率は深刻な状況にあることから、県として積極的に電子投票を可能

とする条例制定に取り組むとともに義務教育段階からの主権者教育を更に充実化し

政治に対する意識を高める中で政治参画を促されたい。また、政治分野における男女

共同参画の推進のため、候補者・議員の仕事と生活を支える環境整備や、あらゆるハ

ラスメントを対象とした対策の強化を対応されたい。 

 

（４）投票済証明書の発行は市町村の施策であることは承知しているが、投票済証明書を

発行する市町村の拡大を後押しする施策として、県で商業施設・飲食店における投票

済証明書提示よる割引・サービスの協力を要請し、これらを集約の上、周知すること。  

なお、新たに割引・サービスの対象を集約するのが困難な場合には、「ふくしま健民ア

プリ」など既存の施策ですでに割引・サービスを行っている事業者を中心に協力を呼

び掛けるなど、可能な限り実現しやすい手法を検討すること。 

 

（５）地方の歳入について、地域による隔たりが少なく安定的な地方税体制とすべく、地

方交付税交付金の適切な配分を国に要求するとともに、地方税の多くは国の税制改革

によって見直されるため、税制の改正について、住民や企業への周知・広報活動を強

化されたい。 

 

（６）現在の「ふくしま移住支援金給付事業」は国の制度に準拠し、他県と同等の内容に

とどまっている。福島県としては国制度を活用しつつ、独自の支援金を上乗せし、よ

り魅力的で柔軟な移住支援策を創設されたい。これにより、移住者の増加と地域活性

化を一層促進できることを強く期待する。 

 

２．教育行政の推進 

（１）すべての子どもが経済的・家庭的背景にかかわらず学び育つことができるよう、学
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習支援と教育環境の格差是正を進められたい。具体的には、授業料無償化だけでなく、

教育にかかる実費負担への県の支援を検討すること。そして、低所得世帯への放課後

学習支援や家庭教師制度の拡充、公立学校や地域拠点を活用した無料・低額の学習教

室の整備、習い事や文化・スポーツ活動への助成制度の拡充をはかられたい。 

 

（２）1 人 1 台端末の早急な整備と学習データの活用、校務支援システムの導入促進、学

校用品の無償化・一部補助など、デジタル環境や生活面での支援の拡充をはかられた

い。 

 

（３）工業・商業高校の教育充実と地域企業との連携を通じ、若者が地元で将来を描ける

ようなキャリア支援を進められたい。 

以上 


